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Ⅰ 財政計画の意義と目的 

 １ 財政計画策定の意義 

   国内経済は、平成３１年２月の月例経済報告において「景気は緩やかに回

復している。」とされ、先行きについても、「雇用・所得環境の改善が続くな

かで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が期待される。」としている。 

   また、内閣府が平成３０年６月１５日に策定した「経済財政運営と改革の

基本方針 2018」では、財政健全化目標として「経済再生と財政健全化に着実

に取り組み、2025年度の国・地方を合わせたプライマリーバランスの黒字化

を目指す。」、「債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指すことを堅持

する。」ことを掲げている。 

   一方で、国及び地方の長期債務残高は平成３０年度末に 1,107兆円（対Ｇ

ＤＰ比 196％）に達する見込みであることから、財政健全化にむけた今後の

国の動向に注視する必要がある。 

   こうした経済状況の中、本市の平成３１年度当初予算は、市税収入や各種

交付金は緩やかな景気回復に後押しされ微増としたが、社会保障関連経費が

増加傾向にあるため、引き続き厳しい財政運営が見込まれる。また、今後の

国内経済の不透明な状況が推察される中で、行政水準の持続に加え公共施設

マネジメント事業計画を着実に推進していくためには、選択と集中による効

率化を図りつつ、財政運営を行っていく必要がある。 

   今後における効率的で計画的な財政運営の推進に向けては、中期的な視点

を示し、市民ニーズに的確かつ迅速に対応するとともに、継続的かつ安定的

に行政サービスを提供するため、本計画の見直しを行ったものである。 

   なお、当該見直しは、平成３０年度について当初予算額に入替えを行った

とともに、平成３１年度当初予算額の確定に伴い、本計画期間中の残年度（平

成３２年度（2020 年度）、平成３３年度（2021 年度））における歳入歳出の

推計額を確認し、ローリングを実施したものである。 
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２ 財政計画の目的 

(1)中期的な歳入確保の見通しを示して歳入に見合った歳出計画を立てるこ

とで、財政運営の健全性を確保する。 

(2)「総合計画」に位置付けられる政策・施策に基づき実施する事業を財源的

に裏付ける計画とし、別途策定する「実施計画」との整合性を図る。 

(3)「総合計画」の実現に向けて、「行政改革計画」や「公共施設等総合管理

計画」において想定される財政計画と相互に連携して推進を図る。 

(4)市民と行政が本市の財政状況について共通認識を持つための根拠資料と

し、協働によるまちづくりの基盤として活用する。 

 

Ⅱ 計画策定のフレーム 

 １ 計画期間 

      計画期間は、「第６次入間市総合計画・前期基本計画」と整合を図り、平

成２９年度から平成３３年度（2021年度）までの５年間とする。 

    

 ２ 会計単位 

   本計画は、実施計画の策定及び予算編成への活用を図ることを想定するた

め、会計単位は一般会計を採用する。 

 

３ 計画の見直し 

計画は総合計画・基本計画との整合を踏まえて５年ごとに全面改訂する。

ただし、実施計画との整合性を図るため、毎年ローリング形式で時点修正を

行う。 

時点修正期間は、平成３０年度から平成３３年度（2021年度）とする。 

なお、平成３０年度、平成３１年度は、各当初予算額に入れ替えを行い、

平成３２年度（2020 年度）、平成３３年度（2021 年度）は計画額（推計）と

したものである。 
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Ⅲ 中期財政計画（平成２９年３月策定）における平成３１年度計画額及び平成

３１年度当初予算額の比較 

１ 歳入                           （単位：百万円） 

歳入項目 
３１年度 

計画額 

３１年度 

当初予算額 
増減額 

市 税 ２１，１５５ ２１，２２５ ７０ 

譲与税・交付金 ３，０６３ ３，５６１ ４９８ 

地方交付税 １，４９２ １，４６１ △３１ 

国庫・県支出金 ８，７８０ ８，６９４ △８６ 

使用料及び手数料・分担金及び負担金 １，３４３ １，２１７ △１２６ 

繰入金 ４１７ １，２９２ ８７５ 

繰越金 ６００ ６００ ０ 

市 債 ３，４５１ ３，２０６ △２４５ 

その他(財産収入・諸収入・寄附金) ９０７ ８７８ △２９ 

合 計 ４１，２０８ ４２，１３４ ９２６ 

※増減額は既計画額と予算額の差額を表しています。 

(1)増減の状況 

○市税の予算額は、主に市民税が 1億 9,500万円の増額、固定資産税が 1億 100

万円の減額により、計画額と比較して全体で 7,000万円の増額となった。 

○譲与税・交付金の予算額は、主に地方消費税交付金が 4億 300万円の増額に

より、計画額と比較して全体で 4億 9,800万円の増額となった。 

○地方交付税の予算額は、普通交付税が 1,200万円、特別交付税が 1,900万円

の減額により、計画額と比較して全体で 3,100万円の減額となった。 

○国庫・県支出金の予算額は、国庫支出金は 4億 4,300万円の減額、県支出金

は 3億 5,700万円の増額により、計画額と比較して全体で 8,600万円の減額

となった。 

○使用料及び手数料・分担金及び負担金の予算額は、計画額と比較して全体で

1億 2,600万円の減額となった。 

○繰入金の予算額は、計画額と比較して 8億 7,500万円の増額となった。 

○市債の予算額は、普通建設地方債が 9,400万円、臨時財政対策債が 1億 5,000

万円の減額により、計画額と比較して全体で 2億 4,500万円の減額となった。 

○その他の予算額は、主に財産収入が 4,100万円の増額、諸収入が 6,600万円

の減額により、計画額と比較して全体で 2,900万円の減額となった。 

 

(2)結果 

結果として、歳入における予算額は、計画額と比較して 9億 2,600万円の増

額となった。主な要因としては、市税及び各種交付金の増額は景気回復による

影響であり、地方消費税交付金の増額は清算基準の見直しなどによるものであ

る。市債の減額については、主に臨時財政対策債の減額や、公債費の平準化を

踏まえつつ適債事業を選択した結果である。また、歳入増額の多くの割合を占

める繰入金は、主に財源不足を調整するための財政調整基金からの繰入れであ

るが、計画時には想定できなかった石綿含有煙突用断熱材除去改修事業や消費

税率の引上げ、社会保障関連経費の伸びなどに伴う歳出の増額が影響したもの

である。 



- 4 - 

 

２ 歳出                           （単位：百万円） 

歳出項目 
３１年度 

計画額 

３１年度 

当初予算額 
増減額 

人件費 ８，３０５ ８，３１４ ９ 

物件費（予備費含む） ６，５００ ７，４７９ ９７９ 

維持補修費 ３４８ ３１０ △３８ 

扶助費 １０，４００ １０，３７４ △２６ 

補助費 ５，６３７ ５，７０１ ６４ 

公債費 ３，３９１ ３，４９５ １０４ 

普通建設事業費 ２，７３１ ２，３５５ △３７６ 

積立金 ２７０ ２９８ ２８ 

投資及び出資金 ０ ０ ０ 

貸付金 ２５ ２０ △５ 

繰出金 ３，６０１ ３，７８８ １８７ 

合 計 ４１，２０８ ４２，１３４ ９２６ 

※増減額は既計画額と予算額の差額を表しています。 

(1)増減の状況 

○物件費の予算額は、主に小中学校エアコン設置事業の実施や消費税率の引上

げに伴う委託料の増額などにより、計画額と比較して全体で 9億 7,900万円

の増額となった。 

○公債費の予算額は、主に臨時財政対策債などの償還金が当初の見込みより増

加したことにより、計画額と比較して 1億 400万円の増額となった。 

○普通建設事業費の予算額は、主に小中学校耐震化推進事業が完了したことに

伴う減額などにより、計画額と比較して全体で 3億 7,600万円の減額となっ

た。 

○繰出金の予算額は、主に事業の長期化に伴う武蔵藤沢駅周辺土地区画整理事

業特別会計繰出金の増額などにより、計画額と比較して全体で 1億 8,700万

円の増額となった。 

 

(2)結果 

結果として、歳出における予算額は、計画額と比較して 9億 2,600万円の増

額となった。主な要因としては、石綿含有煙突用断熱材除去改修事業など、計

画時には想定できなかった事業の増加や、消費税率の引上げに伴う物件費の増

額、区画整理事業特別会計への繰出金の増額、公債費の増額などが影響したも

のである。 
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Ⅳ 財政計画 

 平成３１年度当初予算額の確定に伴う歳入歳出額を基本とし、平成３１年度版

実施計画（平成３１年度から平成３３年度（2021 年度））を踏まえ、公共施設マ

ネジメント事業計画を反映したうえで、本計画の残期間である平成３２年度

（2020年度）、平成３３年度（2021年度）の推計を行ったものである。 

推計にあたっては、入間市行政改革大綱第 1期実行計画の効果額及び公共施設

マネジメント事業計画の進捗に伴う効果額等を見込んだ結果、平成３２年度の増

減額はわずかとなった。しかしながら、平成３３年度（2021 年度）については、

公共施設マネジメント事業計画における実施事業の増加及び武蔵藤沢駅周辺土

地区画整理事業の清算金を見込んだことによる補助費の増額などにより、7 億

9,000 万円の増額となった。なお、平成３１年度当初予算額についても、行政改

革の効果額を考慮し予算編成を行ったが、9 億 2,600 万円の増額となったもので

ある。 

 

１ 歳入の見通し 

ローリング前（平成２９年３月策定中期財政計画）        （単位：百万円） 

歳入項目 29年度予算額 30年度計画額 31年度計画額 32年度計画額 33年度計画額 

市 税 ２０，９８１ ２０，９７９ ２１，１５５ ２１，２５２ ２１，２０２ 

譲与税・交付金 ３，０６３ ３，０６３ ３，０６３ ３，０６３ ３，０６３ 

地方交付税 １，４９２ １，４９２ １，４９２ １，４９２ １，４９２ 

国庫・県支出金 ８，０４４ ８，４３６ ８，７８０ ８，９１６ ９，４３４ 

使用料及び手数料 
・分担金及び負担金 

１，２２０ １，３４３ １，３４３ １，３４９ １，３４９ 

繰入金 １，４８５ １，４９１ ４１８ ４０５ ２４２ 

繰越金 ６００ ６００ ６００ ６００ ６００ 

市 債 ２，９８７ ３，４７５ ３，４５０ ３，１２４ ２，８２０ 

その他（財産収入・諸収
入・寄附金） 

８３８ １，４２８ ９０７ ９１７ ９８７ 

合 計 ４０，７１０ ４２，３０７ ４１，２０８ ４１，１１８ ４１，１８９ 

 

ローリング後                         （単位：百万円） 

歳入項目 
29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

31年度 

当初予算額 

32年度 

計画額 

33年度 

計画額 

市 税 ２０，９８１ ２１，０５２ ２１，２２５ ２１，２００ ２０，８３１ 

譲与税・交付金 ３，０６３ ３，３１８ ３，５６１ ３，７６２ ４，０６０ 

地方交付税 １，４９２ １，３８４ １，４６１ １，４３２ １，４３２ 

国庫・県支出金 ８，０４４ ８，０１８ ８，６９４ ８，７３４ ８，９６７ 

使用料及び手数料 
・分担金及び負担金 

１，２２０ １，２０８ １，２１７ １，２１４ １，２３１ 

繰入金 １，４８５ １，７４７ １，２９２ ５８４ ５３６ 

繰越金 ６００ ６００ ６００ ６００ ６００ 

市 債 ２，９８７ ３，１９２ ３，２０６ ２，７５２ ２，８１７ 

その他（財産収入・諸収
入・寄附金） 

８３８ ７９６ ８７８ ９０９ １，５０５ 

合 計 ４０，７１０ ４１，３１５ ４２，１３４ ４１，１８７ ４１，９７９ 

（単位：百万円） 

増 減 額 

29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

31年度 

当初予算額 

32年度 

計画額 

33年度 

計画額 

０ △９９２ ９２６ ６９ ７９０ 
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２ 歳出の見通し 

ローリング前（平成２９年３月策定中期財政計画）        （単位：百万円） 

歳入項目 29年度予算額 30年度推計額 31年度計画額 32年度計画額 33年度計画額 

人件費 ８，４１９ ８，２６４ ８，３０４ ８，３０５ ８，２８８ 

物件費（予備費含む） ７，０２６ ６，９００ ６，５００ ６，２７７ ６，１７０ 

維持補修費 ３２７ ３５３ ３４８ ３４８ ３４８ 

扶助費 １０，０９８ １０，２５９ １０，４００ １０，５５６ １０，７１４ 

補助費 ５，６４０ ６，５２２ ５，６３７ ５，５６０ ５，６１０ 

公債費 ３，１４２ ３，２９０ ３，３９１ ３，６７９ ３，９３６ 

普通建設事業費 ２，０８８ ２，６１４ ２，７３１ ２，４０５ ２，０７５ 

積立金 １８６ ２７１ ２７１ ２７１ ２７１ 

投資及び出資金 ０ ０ ０ ０ ０ 

貸付金 ２４ ２４ ２５ ２６ ２６ 

繰出金 ３，７６０ ３，８１０ ３，６０１ ３，６９１ ３，７５１ 

合 計 ４０，７１０ ４２，３０７ ４１，２０８ ４１，１１８ ４１，１８９ 

 

ローリング後                         （単位：百万円） 

歳入項目 
29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

31年度 

当初予算額 

32年度 

計画額 

33年度 

計画額 

人件費 ８，４１９ ８，４０２ ８，３１４ ８，１６７ ８，１４３ 

物件費（予備費含む） ７，０２６ ７，２４２ ７，４７９ ７，３３４ ６，９５６ 

維持補修費 ３２７ ３０９ ３１０ ３００ ３１６ 

扶助費 １０，０９８ １０，１８９ １０，３７４ １０，１１２ １０，１５０ 

補助費 ５，６４０ ５，７２０ ５，７０１ ５，５７３ ６，６３１ 

公債費 ３，１４２ ３，２５１ ３，４９５ ３，７３９ ３，９３６ 

普通建設事業費 ２，０８８ ２，３５０ ２，３５５ １，５６７ １，６２１ 

積立金 １８６ １７８ ２９８ １７１ １７１ 

投資及び出資金 ０ ０ ０ ０ ０ 

貸付金 ２４ ２０ ２０ １８ １８ 

繰出金 ３，７６０ ３，６５４ ３，７８８ ４，２０６ ４，０３７ 

合 計 ４０，７１０ ４１，３１５ ４２，１３４ ４１，１８７ ４１，９７９ 

（単位：百万円） 

増 減 額 

29年度 

当初予算額 

30年度 

当初予算額 

31年度 

当初予算額 

32年度 

計画額 

33年度 

計画額 

０ △９９２ ９２６ ６９ ７９０ 
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３ 今後の財政運営 

 今回のローリングについては、平成３０年度について当初予算額に入替えたと

ともに、平成３１年度当初予算額を基本に、平成３０年度版実施計画（平成３１

年度から平成３３年度（2021 年度））を踏まえ、また、公共施設マネジメント事

業計画に基づく事業実施を反映し、平成３２年度（2020年度）、平成３３年度（2021

年度）の計画額（推計）を作成したものである。 

 計画額の推計としては、歳入では平成３２年度（2020年度）から地方消費税交

付金の増加が見込まれるものの、歳出が歳入を上回る状況が推測され、引き続き

行政改革の効果額等及び市債の活用を見込むが、それでも不足する財源について

は財政調整基金の繰入れにより対応することとした。 

今後の財政運営にあたっては人口減少、高齢化による税収の減少や本市が推進

する公共施設マネジメント事業計画による経費の増大などが予想されるため、引

き続き新たな財源の確保についての取り組み、事業の見直しによる経費削減の推

進など、持続可能な財政運営に努めていく必要がある。 

 

 


